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１．⾼度感染症研究センターの設置
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副センター⻑
(地域連携担当)

副センター⻑
(BSL‐4施設⻑)

研究部⾨

BSL‐4⼈材育成部⾨

バイオリスク管理部⾨

リエゾン推進室

新興ウイルス研究分野

ウイルス感染動態研究分野

ウイルス⽣態研究分野

研究分野 X

センター⻑学 ⻑

バイオセーフティ管理監

National Research Center for the Control and Prevention of Infectious Diseases (CCPID)

先端機器管理室

動物実験管理室

施設⽀援室

附属BSL‐4施設

⾼度感染症研究⽀援課研究国際部（事務部⾨）

⾼度感染症研究センター組織図

運営協議会
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委員は、国⽴感染症研究所所⻑や⽇本ウイルス学会理事⻑、⽇本感染症学会理事⻑などを役職指定とし、ウイルス学に
限らずバイオリスク、動物実験、発⽣・再⽣医学、ゲノム科学や弁護⼠など幅広い分野の専⾨家に委嘱している。
また、委員の半数以上が外部委員でなければならないと定めている。

・国⽴感染症研究所 脇⽥所⻑ ・⽇本ウイルス学会 脇⽥理事⻑ ・⽇本感染症学会 四柳理事⻑
・⽇本製薬⼯業協会研究開発委員会 ⽊⼭委員⻑ ・国⽴感染症研究所 俣野副所⻑ ・⼤阪⼤学微⽣物病研究所 ⼩林教授
・神⼾⼤学⼤学院医学研究科 森教授 ・岡⼭理科⼤学獣医学部 森川教授 ・北海道⼤学遺伝⼦病制御研究所 吉松准教授
・東京⼤学医科学研究所 ⽯井教授 ・京都⼤学iPS細胞研究所 井上教授 ・九州⼤学⼤学院医学研究院 林教授
・⼭下肇法律事務所 ⼭下弁護⼠

センター運営協議会の実施

⻑崎⼤学
・感染症研究出島特区 森⽥特区⻑ ・⽣命医科学域 前村学域⻑ ・熱帯医学研究所 ⾦⼦所⻑
・熱帯医学・グローバルヘルス研究科 北研究科⻑ ・⻑崎⼤学病院感染制御教育センター 泉川センター⻑
（⾼度感染症研究センター）
・栁センター⻑、調副センター⻑、安⽥副センター⻑、南保教授、中嶋教授、好井教授

令和４年度運営協議会委員
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・ ⾼度感染症研究センターの運営及び将来構想について提⾔及び評価を⾏う
・ 共同利⽤・共同研究の実施に関する重要事項について審議

○第１回 令和４年６⽉２１⽇
○第２回（書⾯会議） 令和４年７⽉５⽇
○第３回（書⾯会議） 令和４年９⽉２２⽇



２．地域理解の促進に向けた取組について



①協議会の趣旨

地域住民に、感染症研究拠点整備に関する検討状況に関して情報提供を行うとともに、地域
住民の安全・安心の確保等について協議をするため、長崎県・長崎市・長崎大学による協議会
のもとに地域連絡協議会を設置。

１．近隣連合自治会長・自治会長 （７名）
２．その他地域住民等 （４名） ・公募委員

３．学識経験者・専門家 （７名） ・弁護士等

４．行政 （２名） ・長崎県、長崎市

５．長崎大学（６名）

地域連絡協議会の開催

②地域連絡協議会の構成員（令和４年10月時点）

③昨年度からの開催実績

第３６回 令和３年 ５月３１日
第３７回 令和３年 ６月 ２日 ・委員による実験棟の視察を実施

第３８回 令和３年 ７月１９日
第３９回 令和３年１０月２６日
第４０回 令和４年 ３月２３日 ・令和４年１月２３日の開催がコロナ感染拡大のため延期となった

第４１回 令和４年 ６月２８日
第４２回 令和４年 ９月２７日

※この期間、リモートでの会議参加を併用して開催している。（第37回除く）
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○地域住民を対象とした説明会等
令和３年 住民説明会 実施なし（新型コロナウイルス感染拡大のため）
令和４年 住民説明会 関係自治会と開催に向けて調整中

〇関係団体を対象とした説明会
令和３年５月１９日（水） 報道機関向け勉強会 11社 12名

・BSL-4施設とは、これまでの主な経緯、地域理解に
向けた取組など

〇BSL-4施設の視察・見学等
令和３年６月２日（水）～令和３年１１月２９日（月）まで

通算２６回実施。
対象：

地域連絡協議会委員、医療・経済団体、自治会長、
県知事、市長、市・県議会、国会議員、学内関係者
など。

地域理解活動（最近の活動状況）
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３．実験棟竣⼯後の取組について















○ 施設の安定的な運営費の確保

・50年単位の事業であるBSL-4施設の運用経費が、安定的かつ継続的に担保される
ことが感染症研究を発展させ、また、国のワクチン戦略に寄与し、有事に対する
備えを万全とする上でも必須。

○ 本格運用に向けた取り組みの推進

・厚生労働大臣による施設の指定、一種病原体等の搬入に向け、施設を使用した
検証研究等を実施しつつ、研究者の教育訓練、感染症発生予防規程や学内規則の
制定、センターの体制整備等を進める。

○ 研究者コミュニティに広く利用される環境の構築

・共同利用・共同研究拠点としてBSL-3、BSL-2等の施設も活用した共同研究の促
進や、BSL-4人材の育成に寄与するための環境整備の検討。

BSL-4施設に関する今後の取組
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